
令和４年度 第１４回板倉区地域協議会 次第 

 

日時：令和５年２月１６日(木) 

午後６時～ 

場所：板倉コミュニティプラザ 

市民活動室 

 

 

１ 開  会 

 

 

２ 会長あいさつ 

 

 

３ 所長あいさつ 

 

 

４ 報告事項 

 ・上越市消防団板倉方面隊の組織体制について 

 

 

 

  ・Ｊ－ホールディングスグループの整理について 

 

 

 

５ 自主的審議事項 

  ・板倉区の未来を拓く観光について 

 

 

   

６ そ の 他 

   

 

 

７ 閉  会 

 



 

 

＜背  景＞ 消防団員の減少に伴い、団員一人ひとりの負担が大きく、日常の巡回や機械点検等を含めた消防団活動に支障をきたしている。 

＜目  的＞ 将来を見据えた「組織体制の見直し」と「消防団員の確保」に向けた取組を進めることで、地域消防力の維持を図る。 

＜再編時期＞ 令和 5年 4月～ 

＜経  過＞ 板倉方面隊でも団員減少が著しく、活動が困難になりつつある消防部があることから、方面隊を通じて対象の消防部と協議した

結果、下記再編成（案）とすることで合意した。また、管轄する町内会へも事前説明を行い、了承をいただいた。 

＜見直しの内容＞ 第一分団「山部第二部」の班数を見直すものであり、消防部の増減はなし。 

         体制の見直しに伴い、「山部第二部」の可搬ポンプは 3台から 2台へ減（1台減） 

         第二分団については、前年度の体制と変更なし。（消防車両、可搬ポンプの配備数に変更なし。） 

１ 体制 

方面隊 
見直し前（令和 4年 4月 1日現在） 見直し後（令和 5年 4月 1日予定） 

分団 消防部 班 管轄町内会 分団 消防部 班 管轄町内会 

板倉 
板倉 

第一 

針第一  板倉区針 関根 横町 下田屋・上中島新田 

板倉 

第一 

針第一  

変更なし 

針第二 2 板倉区下米沢 南中島 小石原 熊川 吉増 針第二 2 

山部第一  板倉区山越 米増 山部 山部第一  

山部第二 3 板倉区中之宮 釜塚 不動新田 菰立 山部第二 なし 

寺野  
板倉区下久々野 西久々野 上久々野 柄山 
猿供養寺 東山寺 機織 寺野  

※下線（ゴシック）は変更箇所を示す 

 

２ 消防車両・可搬ポンプの配備状況 

方面隊 
見直し前（令和4年4月1日現在） 見直し後（令和5年4月1日予定） 

分団 消防部 班 車両・ポンプ台数 分団 消防部 班 車両・ポンプ台数 

板倉 
板倉 

第一 

針第一  ポンプ車 1台 

板倉 

第一 

針第一  

変更なし 針第二 2 可搬ポンプ 2台 針第二 2 

山部第一  可搬ポンプ 1台 山部第一  

山部第二 3 可搬ポンプ 3台 山部第二 なし 可搬ポンプ 2台 

寺野  可搬ポンプ 3台 寺野  変更なし 

板倉第一分団 小計 
ポンプ車  1台 
可搬ポンプ 9台 板倉第一分団 小計 

ポンプ車  1台（±0） 

可搬ポンプ 8台（△1） 

※下線（ゴシック）は変更箇所を示す 

令和 5年度上越市消防団板倉方面隊の組織体制について（報告） 

 

資料１ 



Ｊ－ホールディングスグループの整理について 
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本資料は、市が、令和 5 年 1 月 31 日（火）に文教経済常任委員会所管事務調査にて提出・

説明した資料と同様です。 

 

○ 温浴宿泊施設が抱える課題について 

１ 第三セクター等の経営健全化 

 多くの温浴宿泊施設では、第三セクター等が指定管理者として運営しているが、

社会情勢の変化やコロナ禍等により施設の利用者数が著しく減少するなど厳し

い経営環境にあり、一層の経営健全化が求められている。 

２ 温浴宿泊施設の活性化の推進 

 温浴宿泊施設の活性化には、施設を設置する地域等からの協力は必須であり、令

和 4 年度に実施したサウンディング型市場調査の結果を踏まえ、ファンクラブ等

による支援やイベントの開催など、市と指定管理者、地域が一体となり、施設の

活性化に向けた取組（アクションプラン）を検討し、実施していく。 

 

※ 本調査においては、市の温浴宿泊施設で指定管理者となっているＪ－ホールディン

グスグループの経営健全化（上記１）の取組として、同社の整理について説明 

○ Ｊ－ホールディングスグループの整理について 

１ 令和 4 年第 6 回（12 月）上越市議会定例会文教経済常任委員会【所管事務調査】で 

説明した内容 

⑴ Ｊ－ホールディングスグループにおける現状の課題 

 各事業会社に管理部門（総務や経理、営業、施設管理）を有しており、グループ

全体で効率的なマネジメントをする必要がある。 

 グループ全体で合計 5 社が存在しており、それぞれで決算業務を行っているほ

か、各社で法人税等が課税されるなど多額の固定経費が発生しているため、抜本

的な組織改編による合理化を図る必要がある。 

 現状の持ち株会社制では、Ｊ－ホールディングス㈱の経費について、同社の自己

資金と事業会社の負担金により賄っており、グループの継続性に課題がある。 

 

事業会社の集約とＪ－ホールディングス㈱の解散により、経営の効率化を図る。 

 

⑵ 事業会社集約の効果について 

  ① 集約による経費縮減の効果額 ･･･ 年間 約 8,000 千円 

 管理部門の集約により人件費や専門家報酬等の削減など、現在の持ち株会社制

から集約会社に移行した場合に確実に得られる効果 

② その他の主な効果 

 本社に、総務や経理、営業、施設管理の専門スタッフを配置することにより、

より質の高い業務遂行で業績向上につなげるほか、後継者の育成も可能 

 コロナ禍により縮減した人員体制について、今後の利用者数の増加に対応する

ため、事業所間で人員を流動化することで過度に人員を増やさず、管理運営に

係る経費を抑制することが可能 

   

 

集約会社が経営健全化のために実施するアクションプランを
基に策定する事業計画や収支計画で明確にする。 

資料２ 
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２ 集約（合併）会社の概要等について 

 ⑴ 集約（合併）に伴う組織再編について 

 柿崎総合開発㈱を存続会社とし、残りの 3 社（㈱ゆったりの郷、㈱大潟地域活性

化センター、黒倉ふるさと振興㈱）を吸収合併の手法で集約することにより、4

法人で 4 施設の運営から、1 法人で事業部制による 4 施設の運営に移行する。 

 事業会社の集約（合併）に併せ、Ｊ－ホールディングス㈱を解散する。 

 これまでＪ－ホールディングス㈱が担っていた事業会社に対する経営指導等の

業務は、集約（合併）会社の本社部門が担う。 

 

【事業会社吸収合併のイメージ図】 

 

[集約（吸収合併）前]              [集約（吸収合併）後] 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※柿崎総合開発㈱以外の 3 社は、

令和 5 年 3 月 31 日に消滅 

3 社が保有する権利や従業員等

の全てが柿崎総合開発㈱に引き

継がれる 

柿崎総合開発㈱ 
（柿崎マリンホテルハマナ

ス） 

㈱大潟地域活性化センター 
(大潟健康スポーツプラザ鵜の浜人魚館) 

㈱ゆったりの郷 
（吉川ゆったりの郷） 

黒倉ふるさと振興㈱ 
（板倉保養センター） 

 

 

（柿崎マリンホテルハマナス） 

（大潟健康スポーツプラザ鵜の浜人魚館） 

（吉川ゆったりの郷） 

（板倉保養センター） 

柿崎総合開発㈱ 

※名称は変更予定 

※Ｊ－ホールディングス㈱は解散 

Ｊ－ホールディングス㈱ 

3
社
を
柿
崎
総
合
開
発
㈱
に
吸
収
合
併 

本社機能を継承 
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 ⑵ 合併会社の概要（案）について 

会社名 

柿崎総合開発㈱ 

※3 月下旬に開催予定の臨時株主総会で新社名への変更を決議

する。 

【存続会社とした理由】 

  取引における信用力の観点から事業会社 4社の中で最も資本

金の額が大きい柿崎総合開発㈱を存続会社とする。 

本店所在地 

上越市吉川区長峰 100（吉川ゆったりの郷） 

【本店所在地とした理由】 

  一体的な視点により 4 施設の経営を改善していくことから、

4 施設の中間地点にあるほか、最も集客数が多い施設であり、

同社の中心的な存在となっている吉川ゆったりの郷に本店を

置くこととする。 

合併予定日 令和 5 年 4 月 1 日 

組織体制 

⑴ 取締役会 

 ・3 月下旬に開催予定の柿崎総合開発㈱の臨時株主総会で、4 月

1 日以降、同社を取締役会設置会社とする。 

・選任する取締役については、柿崎総合開発㈱の現代表取締役

である田知花氏のほか、現事業会社の代表取締役や外部人材

の招聘等を検討する。 

⑵ 代表取締役 

・合併会社の取締役会において代表取締役を選任する。 

⑶ 支配人 

・当面、現在の事業会社の代表取締役を各施設の支配人とする。 

⑷ 従業員 

 ・正規・非正規を問わず、全従業員の雇用を継続する方針 

・全従業員は、現在の給与水準のままとする。 

 

⑶ 合併会社及び各事業所のアクションプラン及び数値目標 

 別冊「経営改善計画概要」のとおり 

 

３ Ｊ－ホールディングス㈱の解散及び清算について 

・ 事業会社の合併に伴い、令和 5 年 3 月 31 日に解散する予定 

・ Ｊ－ホールディングス㈱の試算では、残余財産は、令和 4 年 3 月末時点の簿価を基

準に、解散等に係る諸費用を踏まえ算定した場合、約 284,000 千円となる見込みで

あり、株主に対しては 1 株当たり約 278 円となる見込みである。 

・ なお、残余財産の分配に当たっては、顧問公認会計士から、簿価ではなく時価や収

益還元法による算定を検討すべきとの助言があることから、今後、専門家とも協議

の上、最終的な分配額を決定する予定である。 
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４ 今後の主なスケジュール（案） 

時期 内容 

令和 5年 1月 31日 文教経済常任委員会所管事務調査 

令和 5 年 2 月 

株主説明会 

（事業計画、法人概要説明、分配額見込み） 

Ｊ－ホールディングス㈱ 取締役会 

（事業会社合併、同社解散の決議） 

事業会社 4 社 臨時株主総会 

（事業会社合併契約書の締結決議） 

事業会社 4 社 合併契約書の締結、官報へ公告 

令和 5 年 3 月 

各種許認可変更手続 

Ｊ－ホールディングス㈱ 臨時株主総会 

（事業会社合併の報告、Ｊ－ホールディングス㈱解散の決議） 

柿崎総合開発㈱ 臨時株主総会 

（定款変更（会社名等）、取締役選任の決議） 

令和 5年 3月 31日 Ｊ－ホールディングス㈱の解散 

令和 5 年 4 月 1 日 合併会社による事業開始 

令和 5 年 6 月 Ｊ－ホールディングス㈱ 定時株主総会 

令和 5 年 9 月頃 
Ｊ－ホールディングス㈱ 株主へ残余財産を分配 

Ｊ－ホールディングス㈱ 清算結了 

  ※Ｊ－ホールディングス㈱は、令和 5 年 4 月 1 日以降から清算結了までの間、合併

会社に対する議決権の行使や残余財産の分配などの活動を行う。 

 



経 営 改 善 計 画 概 要

～好老社会に感謝でこたえ、新たな挑戦を続ける～

Ｊ－ホールディングス株式会社

柿崎総合開発株式会社（合併存続会社）
株式会社ゆったりの郷

株式会社大潟地域活性化センター
黒倉ふるさと振興株式会社

Copyright(c)2023 柿崎総合開発株式会社
All Rights Reserved 1



■合併の目的・期待される効果①

 経営理念・社内ルールの一本化
・従業員の意識や行動指針の統一による業務改善の促進

・組織としての判断スピードとレベルの向上

 売上の増加・顧客の開拓
・スケールメリットを活かした販売促進（広報戦略の連携、施設の連動企画）

 人員の流動化・効率化による経費削減
・間接部門を本社に集約することによる人件費の削減

・集約した専門人員による原価・管理コストの分析→コスト削減率の向上

・外部講師の招聘、社内研修の実施など従業員の教育環境の整備

・勤怠管理システム、会計ソフト等の統一化による経費削減、業務効率化

・繁閑差を考慮した流動的な人員配置

2
Copyright(c)2023 柿崎総合開発株式会社

All Rights Reserved



■合併の目的・期待される効果②

 仕入原価・重複固定費の削減
・スケールメリットを活かしたアメニティ等の一括発注の実施

・各施設の資産の共有化による投資効率の向上

 労働環境の改善
・働き方改革の実現に向けた長時間労働の是正

・休暇取得の促進等による従業員のパフォーマンスの向上

※現従業員については（正規・非正規）を問わず、雇用を継続

現給を保証するが、昇給については、合併存続会社の給与規定に準じる

Copyright(c)2023 柿崎総合開発株式会社
All Rights Reserved 3



■新会社の概要

合併存続会社 柿崎総合開発株式会社（名称は変更予定）

本社所在地 上越市吉川区長峰100（吉川ゆったりの郷）

合併予定日 令和5年4月1日

基本理念 「好老社会※に感謝でこたえ、新たな挑戦を続ける」

• 各施設が設立時の思いに立ち返り、地域の高齢化の
中でふるさとに人が集う場として変わらず存在し続け、
引き続き地域に支えられることへの感謝。

• 創業時から大きく変化した社会の中で、第三セクター
としての新たなアイデンティティーを構築するための挑
戦。

※好老社会：安らかに生まれ、健やかに育ち、朗らかに
働き、和やかに老いる。「ふるさと創生論」から引用

経営理念 地域の皆さんに愛される施設であり続ける
会社の挑戦を新たな成果に繋げる
従業員による改革を永続的な企業発展に繋げる

Copyright(c)2023 柿崎総合開発株式会社
All Rights Reserved 4



■新会社の経営方針

 業務は全てお客様の満足に繋がっている

・業務目的の明確化による売上・集客の向上

 ヒト・モノ・コト・カネを本社に集中する
・本社と事業所の責任・権限・役割の明確化

・意思決定の仕組みを変更（報連相の徹底、業務フローの作成）

 稼ぐ力をつける
・業務改善に挑戦、付加価値の創出

・目標、期限、成果の数値化

 第三セクターとしてＣＳＲ（企業の社会的責任）の取組
を推進する
・障害者雇用、障害者施設との連携など社会貢献の実現と人員不足の解消

Copyright(c)2023 柿崎総合開発株式会社
All Rights Reserved 5



■新会社の姿

6
Copyright(c)2023 柿崎総合開発株式会社
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柿崎総合開発株式会社（合併後）組織図（案）



■［全社］アクションプラン・数値目標

【組織管理】

 事業会社４社の合併 … スケールメリットの享受、経営理念等の明確化・共有

 組織体制の再構築 … 総務・営業など専門部署の設置、組織体制・職務分掌の明確化

 社内決裁のルール化 … 稟議や購買などの規程、決裁ルールの整備

 経営判断の迅速化、実効性の向上 … 月１回の経営会議や営業会議の開催

 スタッフ教育の充実 … サービス向上に関連する講師派遣の活用、研修会の実施

【営業管理】

 広報の拡大・効率化 … 広報戦略や広報媒体の見直し、ＳＮＳの利用促進

 各施設が連動した企画の実施 … 施設をまたいだ企画の実施、旅行会社との連携

 売店販売の情報共有と商品開発 … 品揃えと販売動向の調査、予実管理の徹底

 地域との連携強化…ファンクラブとの連携、地域イベントの開催等（別途、市や地
域と協議の上、施設活性化に向けた取組を検討）

■主なアクションプラン

Copyright(c)2023 柿崎総合開発株式会社
All Rights Reserved 7



■［全社］アクションプラン・数値目標

【業務管理】

 勤務管理手法の効率化 … 全社一括出退勤管理システムの導入の検討

 施設管理業務の効率化 … 施設管理部門の本社直轄、自社修繕の増加

 業務実施方法の確立 … 仕様書の作成、法令遵守事項等の明確化

【財務管理】

 法人数減による税金コストの圧縮 … 法人税等の圧縮、累積欠損金の承継

 会計コストの圧縮 … 税理士や社会保険労務士への委託業務の見直し、会計ソフトの
統一

 所有資産の共有化 … バスやイベント使用備品などの共有化

 部門別損益管理の徹底 … 各施設や各部門ごとの損益管理の徹底

 各種契約内容の見直し … 保険や委託の内容や単価の見直し

■主なアクションプラン

Copyright(c)2023 柿崎総合開発株式会社
All Rights Reserved 8
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All Rights Reserved

■［全社］アクションプラン・数値目標
■数値目標（単位：千円）
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All Rights Reserved

■［マリンホテルハマナス］アクションプラン・数値目標

■一歩先の未来像

■主なアクションプラン

 目の前の海とこだわりの魚料理が
自慢の小さなリゾートホテル

 南越後サイクリングロードの玄関口

 オペレーションの改善 … 情報伝達ルールの見直し、業務マニュアルの作成

 集客手法の強化 … 強みの海を徹底訴求、滞在型ホテルとしての在り方の検討

 レストランの集客強化 … ホテルレストランとしての認知強化、食べログの活用

 売上の確保 … 地産地消が売りの料理の提供、美味柿崎ブランドのブランディング強化

 原価率の低減 … 価格が安い時期の大量仕入れ、直接仕入れ
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All Rights Reserved

■［マリンホテルハマナス］アクションプラン・数値目標
■数値目標（単位：千円）
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All Rights Reserved

■［長峰温泉ゆったりの郷］アクションプラン・数値目標

■主なアクションプラン

 頸北地域の多機能温泉施設

 道の駅の拠点施設として関連施設
との連携強化

■一歩先の未来像

 働き方改革の推進 … 社員の業務多能工化、休暇取得の促進等によるモチベーションの
向上

 広報活動の強化 … ホームページのスマートフォン対応やＳＮＳ活用による若者向け対
応

 イベント実施の強化 … 年間イベント計画の作成、道の駅との連携強化

 レストランの売上向上 … メニューや品目の見直し、原価を見据えた価格の改定

 宴会需要の回復 … 顧客リストを基にしたダイレクトメールの発送など営業の強化
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All Rights Reserved

■［長峰温泉ゆったりの郷］アクションプラン・数値目標
■数値目標（単位：千円）
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All Rights Reserved

■［鵜の浜人魚館］アクションプラン・数値目標

■主なアクションプラン

■一歩先の未来像

 頸北地域健康増進の拠点施設

 鵜の浜温泉、ジムリーナと連携した
地域活動の拠点施設

 業務の効率化、部門間の連携強化 … 各部門の業務の見直し、営業会議で改善検討

 情報共有体制の構築 … 出勤者全員によるお客様情報等の共有の強化

 営業体制の強化 … 宴会場の有効活用（研修会場・健康教室）、ジムリーナとの連携

 料理単価の見直し … 原価率、メニュー構成、使用材料などの見直し

 設備保全の強化 … 日常点検や予防保全の強化による休館の回避、省エネの取組の強化
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All Rights Reserved

■［鵜の浜人魚館］数値目標・アクションプラン
■数値目標（単位：千円）
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All Rights Reserved

■［ゑしんの里やすらぎ荘］アクションプラン・数値目標

■主なアクションプラン

■一歩先の未来像

 里山の豊かな四季の中、
豊富な山の幸でおもてなし

 売上の拡大 … 長野北信エリアをターゲットに広報活動を強化、ＳＮＳの活用促進、
食堂メニューの見直し、テイクアウトや屋外提供の独自商品の開発

 業務の効率化 … 食堂券売機の導入、食器返還のセルフ化、補助業務へのパート採用

 採算性の向上 … 原価率の抑制、メニューの構成や価格の見直し、仕入れ先の選定

 顧客分析の強化 … 顧客ニーズの把握、改善の推進
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All Rights Reserved

■［ゑしんの里やすらぎ荘］数値目標・アクションプラン
■数値目標（単位：千円）



自主的審議事項「板倉区の未来を拓く観光について」 

各部会において出された主な意見 

 

◎テーマ「課題及び課題解決のための方策について」 

地域振興部会（R5.1.31開催） 

・組織の一本化についての課題解決にはマンパワーが足りない。 

・ゑしんの里観光公社にもっと頑張って欲しい。コーディネーターが必要では

ないか。 

・地域おこし協力隊に協力して貰ったらどうか。 

・昔に比べると、生涯学習サークルが減ったと感じる。 

・SNSでもっと板倉の情報発信をした方がよい。 

・光ヶ原で夏にヒルクライム、冬にスノーモービルができないか。 

・まずは組織をどうするか。その後に具体策について協議すべきである。 

健康福祉部会（R5.2.3開催） 

・観光というより、今ある板倉区の資源を守ることが大切である。 

・光ヶ原高原に関しては、蕎麦や小麦を栽培するなど、観光地ではなくて細々

とやっていくしかない。 

・観光に関しては、ゑしんの里観光公社が窓口でありイニシアチブをとっても

らうしかないが、マンパワーが足りないので実践するのは板倉まちづくり振

興会ではないか。 

・ゑしんの里観光公社、板倉まちづくり振興会、いたくら夢創會の取組につい

て勉強したが、各々ニュアンスが違うので、地域協議会が中に入って、話し

合うべきだ。 

産業建設部会（R5.2.6開催） 

・板倉区の活性化の方向性を元に話し合うべきだ。 

・やすらぎ荘を通年で利用できるようにするべきだ。 

・冬のイベントが欲しい。寺野遊雪まつりがないのは寂しい。どんど焼きをし

なくなった町内もある。 

・フリマを各地区で持ち回りで行い、野菜や山菜など販売したらどうか。 

（ゑしんの里記念館、針のジェラート屋の横のスペース、やすらぎ荘など） 

・板倉区全体のマップ、パンフが欲しい。（公のもの） 

・地域協議会が中心となり令和６年に向けて地域独自の予算を提案する。 

 

【資料３】 


